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研究要旨 
本研究では、実効性のあるがん対策の実現に向けて、がんの記述疫学分析、がん対策の効

果のエビデンス収集、ロジックモデルに基づく効果推定を行い、日本のがん対策の有効性、

課題、地域差の要因を明らかにし、施策提案につなげることを目的とした。 
初年度は、がん統計の視覚化ツールの作成および都道府県別がん統計ダッシュボードの公

開を行い、各がん種について記述疫学分析を実施した。胃がんにおけるピロリ菌除菌の罹患

率減少効果の将来推計、大腸がん罹患率および肝臓がん死亡率の年齢・時代・コホート効果

の分解、肝臓がん死亡の地域分布の変化、膵臓がんの国際動向や危険因子の寄与、乳がん罹

患率の将来予測などを明らかにした。 
2 年目は、がん予防対策に焦点を当て、1 次予防のコア指標の選定と推奨対策の検討、お

よび COVID-19 流行前後の死亡率推移の変化を分析した。減煙対策や受動喫煙防止、飲食環

境への介入などの 1 次予防、検診の個別勧奨や支援体制の強化などの 2 次予防が重要である

ことが示された。また、COVID-19 流行後には多くの都道府県で死亡率減少の鈍化がみら

れ、がん種や地域によって異なる変化が観察された。 
3 年目は、国際比較および都道府県別分析を通じて、日本では胃がんや肝臓がんは低下し

ている一方で、大腸がん、膵臓がん、子宮頸がんなどで相対的に高い水準または増加傾向が

みられること、また地域差や性差が存在することを明らかにした。さらに、胃がんのピロリ

菌対策、大腸がんの検診受診率向上、肝臓がんの世代・地域差、乳がんのリプロダクティブ

要因、子宮頸がんの HPV 関連要因など、がん種別に重要な対策が示された。 
これらの結果から、日本のがん対策においては、一次予防および二次予防対策をより強化す

るとともに、がん部位や都道府県ごとの違いを可視化し、地域特性に応じた対策を推進する

ことの重要性が示された。 
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A. 研究目的 
 国のがん対策推進基本計画（以下、計画）は、

2022 年に第 3 期の中間評価が行われ、がんの

年齢調整死亡率は全体として減少しているが、

一部のがん種で増加、あるいは減少の鈍化がみ

られることが指摘された。肺・大腸・女性乳・

子宮頸がんなど予防あるいは早期発見が可能な

がん、また膵臓がんなど難治がんにおいて、欧

米諸国と対照的に日本では著明な死亡率減少が

見られていない。国内のがんの動向では年齢調

整死亡率およびその減少率に地域差があること

も示されている。がんの疾病負荷を減らすため

の対策は、予防、検診、医療の各分野において

対策からアウトカムまでの流れに沿って実施、

評価する必要があり、第 4 期計画もこの考え方

を体現したロジックモデルに基づいて策定され

ている。 
本研究は、実効性のあるがん対策の実現のた

め、がんの記述疫学分析、がん対策の効果のエ

ビデンス収集、ロジックモデルに基づくがん対

策の効果の推定を実施し、日本のがん対策の有

効性、課題、地域差の要因の解明、がん対策推

進基本計画の見直しに資する施策の提案をする

ことを目的とした。 
 
B. 研究方法 
2023 年度（令和 5 年度） 
（1）がん統計の視覚化ツール作成 
使用したデータは、75 歳未満年齢調整死亡率、

がん検診受診率、喫煙率などを都道府県別に整

理し、フレキシブルな視覚化が可能である BI ツ
ールTableauを使用して視覚化ツールを作成し

た。作成したツールは、Web 上で地域別、性別、

がん種別に各指標の年次推移を折れ線グラフで

示し、地域別の指標は棒グラフで表示した。ま

た、都道府県別の死亡率と検診受診率や地域の

社会経済状況の指標との関連性を散布図として

示した。ツールは都道府県別がん統計ダッシュ

ボードが Web サイト上で公開され、各都道府県

のがん対策担当者が利用できるようにした。 
 
（2）胃がん 

2020 年の日本人人口をベースラインに設定

し、2040 年までの各年の 20 歳から 85 歳を対

象とした年齢階級別胃がん罹患数および罹患率

を男女別に推計した。パラメータは各年齢の全

死因及び胃がんによる死亡率、生年別ピロリ菌

感染率、ピロリ菌感染の有無による年齢別胃が

ん罹患率、各年齢のピロリ菌除菌率を用いた。 
 
（3）大腸がん 
経時変動分析手法として Møller et al., (2003)

において提案された Nordpred モデルおよび

Ishiara et al., (2024)において提案された変化

係数モデル型の Age-Period-Cohort モデルを使

用した。また、変化係数モデル型の Age-Period-
Cohort モデルは Age-Period-Cohort モデルに

対して特に Cohort(出生コホート)効果の特定に

特化した分析手法である。これらの分析手法を

用いることで、大腸がんの経時変化として、将

来推計と、変動要因の分析を行った。 
 
（4）肝臓がん 
男女・都道府県別に 1970 年から 2021 年にお

ける肝がん死亡標準化死亡比(SMR)を算出し、

疾病地図を作製した。また、年齢時代コホート

モデル(APC)モデルにより、全国の肝がん死亡

率の解析を男女別に行い、年齢効果、時代効果、

コホート効果を推定した。同様の解析を都道府

県別で行った（2000 年から 2021 年）。 
 
（5）すい臓がん 
国民健康・栄養調査から得た 2005 年時点で

の糖尿病有病率と肥満（BMI23 以上）を用いて、

2015 年のがん罹患・死亡のうち糖尿病、肥満が

なければ防げたかもしれないがん罹患・死亡を
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①糖尿病と肥満が独立したリスクと想定した場

合のシナリオ、②糖尿病と肥満の病態生理は重

なっていると仮定した場合の保守的なシナリオ、

2 つのシナリオを用いて推計した。 
 
（6）乳がん 

40 歳代女性を対象として、Autoregressive 
Integrated Moving Average with Explanatory 
Variable (ARIMAX) モデルにより乳がん罹患

率を推計した。ARIMAX モデルから 1993 年の

リスク因子の分布を基準として、2015 年までの

各リスク因子分布の変動が乳がん罹患率に与え

た影響を推計した。 
 
（7）肺がん 

2012 年から 2022 年までの年齢調整死亡率デ

ータ（75 歳未満）を用い、「気管、気管支及び

肺（C33-C34）」を分析対象とした。年齢調整死

亡率を従属変数とし、年を説明変数とした対数

線形モデルを用いて、全国および 47 都道府県

の性別平均年変化率（Annual percent change 
(APC), %）を推計した。 
 
（8）子宮頸がん 

ARIMAX モデルを用いて推計を行う。変数と

しては、子宮頸がん検診受診率、喫煙率、HPV
ワクチン接種率、HPV 感染率などを想定してい

る。現状の傾向が持続する場合をベースライン

として、上記変数の変動により、子宮頸がんの

年齢調整罹患率・死亡率においてどの程度の変

化が期待されるか推計する。 
 
2024 年度（令和 6 年度） 
（1）予防関連指標と対策の検討 

1 次予防のコア指標の候補は、がん対策推進

協議会で提示されている指標から、人口寄与危

険割合、達成度、都道府県指標の入手可能性、

および予防関連指標全体のバランスに基づいて

選定した。がんの１次予防および 2 次予防対策

の検討は、健康日本 21 関連資料、米国

Community Guide の推奨レベルの情報を抽出

した。 
 
（2）都道府県におけるがん対策に活用するが

ん記述疫学分析 
2015～2022 年の人口動態統計を用い、75 歳

未満の年齢調整死亡率について、全がんおよび

主要部位別（胃・大腸・肝臓・肺・乳房・子宮

頸部・前立腺）に対数線形回帰を適用し、年平

均変化率（APC）を算出し、流行前後で比較し

た。 
 
（3）胃がん 

2020 年の日本人人口をベースラインに設定

し、2040 年までの各年の 20 歳から 85 歳を対

象とした年齢階級別胃がん罹患数および罹患率

を男女別に推計した。パラメータは各年齢の全

死因及び胃がんによる死亡率、生年別ピロリ菌

感染率、ピロリ菌感染の有無による年齢別胃が

ん罹患率、各年齢のピロリ菌除菌率を用いた。 
 
（4）大腸がん 
大腸がん便潜血検査を第一検診として, 検診

受診率に介入を行った場合の年齢調整死亡率の

将来的な推計を行うことを目的とし、我が国に

おいて開発された大腸がんマイクロシミュレー

ションを用いた解析を行った。我が国の保険制

度によるがん検診受診率の差異を反映するため

に,シミュレートされた人口は国民健康保険の

対象と社会保険の対象者に分割し, それぞれの

検診受診率に介入シナリオを設定した。 
 
（5）肝臓がん 
年齢時代コホートモデル(APC)モデルにより、

47 都道府県の肝がん死亡率の解析を行い、年齢

効果、時代効果、コホート効果を推定した。 



7 
 

 
（6）膵臓がん 
国立がん研究センターがん情報サービスが公

表している全国がん死亡データを用いて 1995
年から 2021 年までの膵臓がんによる全国およ

び 47 都道府県別の年齢調整死亡率（Age-
Standardized Mortality Rate: ASR）を男女計、

男性、女性ごとに算出した。また、膵臓がん死

亡率の時間的変化を評価するため、1995 年から

2021年の各年におけるASRを用いてJoinpoint
回帰分析を実施した。 
 
（7）乳がん 

1993-2015 年の乳がん罹患率とリスク因子の

データを用い、ARIMAX モデルにより 40-60 歳

代の女性の乳がん罹患推移とリスク因子が与え

る影響を推定した。今年度は確立したリスク因

子として、肥満率、出生児数、第 1 子出産年齢、

また乳がん検診受診率、がん登録率を用い、モ

デルの当てはまりを ME、RMSE、MAPE で評

価し、それぞれの因子が乳がん罹患に与えた影

響を推計した。 
 
（8）肺がん 

2001 年から 2022 年までの喫煙率データを用

い、ベイズ線形回帰モデルにより将来の喫煙率

を予測した。モデルによって推定された喫煙率

目標の達成確率と、昨年度に推定した都道府県

別の肺がん死亡年平均変化率との相関を分析し

た。 
 
（9）子宮頸がん 

ARIMAX モデルを用いて推計を行う。従属変

数として罹患率(・死亡率)、独立変数として喫煙

率、HPV 感染率、がん検診受診率などを想定し

ている。現状の傾向が持続する場合をベースラ

インとして、上記変数の変動により、子宮頸が

んの年齢調整罹患率・死亡率においてどの程度

の変化が期待されるか推計する。 
 
2025 年度（令和 7 年度） 
（1）死亡率の国際比較から見た日本のがんの動向 

国際がん研究機関（IARC）の Global Cancer 
Observatory から、日本、韓国、欧米諸国を対象

に、全がんおよび各がん種の年齢調整死亡率の

年次推移データを入手し、観察期間は 1980 年以

降で入手可能な年とし、終了年は日本および英国

が 2021 年、米国、カナダ、韓国が 2022 年、オー

ストラリアが 2023 年とした。日本については人口動

態統計から 2022～2024 年データを入手して補完

した。 
 
（2）都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析 
2020～2024 年の人口動態統計を用い、75

歳未満の年齢調整死亡率について、全がんおよ

び主要部位別（胃・大腸・肝臓・肺・乳房・子

宮頸部・前立腺）に対数線形回帰を適用し、年

平均変化率（APC）を算出し、直近の 2024 年

の年齢調整死亡率の高低と変化の状況を整理し

た。 
 
（3）胃がん 

2020 年の日本人人口をベースラインに設定

し、ピロリ菌感染状況別に 2040 年までの 20
歳から 85 歳の年齢階級別胃がん罹患数および

罹患率を男女別に推計した。パラメータは各年

齢の全死因及び胃がんによる死亡率、生年別ピ

ロリ菌感染率、ピロリ菌感染の有無による年齢

別胃がん罹患率、2018 年～2022 年の各年齢の

ピロリ菌除菌率を用いた。 
 
（4）大腸がん 
我が国において開発された大腸がんマイクロ

シミュレーションを用いて、2010 年時点で

lesion free な 30 歳以上の男女別の日本人集団
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の人口分布を反映させて 100 万人の集団を各

検診受診率のシナリオの下で 30 年間シミュレ

ートし、種々のシナリオ間での 75 歳年齢調整

死亡率の推移を算出した。 
 
（5）肝臓がん 
年齢時代コホートモデル(APC)モデルによ

り、47 都道府県の肝がん死亡率の解析を行

い、年齢効果、時代効果、コホート効果を推定

した。 
 
（6）膵臓がん 
国際がん研究機関（International Agency 

for Research on Cancer: IARC）の

GLOBOCAN データベース 7 を利用し、1990
年から 2021 年までの期間においてデータの欠

損がない 11 か国を対象とし、膵臓がんの ASR
データを抽出し、各国の長期的な ASR 推移を

把握するため Joinpoint 回帰分析を実施した。 
 

（7）乳がん 
1993-2015 年の乳がん罹患率とリスク因子のデ

ータを用い、ARIMAX モデルにより 40-60 歳代

の女性の乳がん罹患推移とリスク因子が与える影

響を推定した。胃、大腸、肝臓、膵臓、肺、乳

房、子宮を対象として、都道府県別の年齢調整死

亡率の経時的変化および全国値との差を分析し

た。 
 

（8）子宮頸がん 
ARIMAX モデルを用いて推計を行うため

に、従属変数として罹患率(・死亡率)、独立変

数として喫煙率、HPV 感染率、がん検診受診

率などを想定している。現状の傾向が持続する

場合をベースラインとして、上記変数の変動に

より、子宮頸がんの年齢調整罹患率・死亡率に

おいてどの程度の変化が期待されるか推計す

る。 

 
C. 結果 
2023 年度（令和 5 年度） 
（1）がん統計の視覚化ツール作成 
都道府県別がん統計ダッシュボードを、Web サ

イトにおいて公開した（https://wellbeing-
datascience.com/data-viz/cross-prefecture/）。
Top ページはダッシュボード形式になっており、各

ブロックの中に、数値が表示されている。自身の都

道府県とがん種を選択することが可能である。 
 
（2）胃がん 
ピロリ菌感染を考慮した胃がん罹患数および罹

患率について以下の 4 つのシナリオで長期予測を

行った。すべてのシナリオから得られた 2021 年か

ら 2040 年までの胃がん累積罹患者数推計値を比

較した場合、除菌が実施されない場合に比べて現

状の除菌率維持で 2040 年までに 59 万人、60 代

の除菌率が 2 倍の場合は 65 万人（ともに男性の

推計値）の胃がん罹患を防げると予測された。 
 
（3）大腸がん 
現状の最新年と予想される死亡年を用いて、増

減率の要因をがんリスク変化、年齢構成の変化、

人口規模の変化に分解した場合には、いずれの性

別においても、年齢構成の変化が大きく寄与して

いることが示唆され、がんリスクおよび人口規模の

変化の寄与はともに、死亡数を減少させる方向に

あることが示唆された。大腸がん死亡に関しては他

のがん種と同様に加齢が大きなリスクであることが

わかる。また、1990 年ごろをピークに時代効果が

大腸がん死亡に与える影響は減少傾向であった

が、近年になって上昇が見られる。最後に、出生コ

ホート効果に関しては、1920 年や 1980 年ごろま

で減少や上昇の繰り返しが見られるが、近年にお

いては大きな出生コホート効果は認められなかっ

た。 
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（4）肝臓がん 
 期間を通じて SMR に「西高東低」の傾向が

認められたが、地域差は経年とともに縮小して

いく傾向がみられた。一方で、東日本のうち青

森県など近年 SMR がやや高値になっている現

象がみられた。APC モデルによる解析の結果は、

年齢効果については、男女ともに年齢があがる

につれて肝臓がんのリスクが大きくなった。男

性の方が若い年代からリスクが増加している。

時代効果については、男女ともに 1970 年から

2021 年にかけて肝臓がんのリスクが減少した。

都道府県別の結果は、多くの都道府県で、同様

の傾向を示し、年齢効果では年齢が高くなるに

つれて、コホート効果では出生年が昔であるほ

ど高い傾向であった。時代効果についてはあま

り変動が見られなかった。 
 
（5）すい臓がん 
すい臓がん罹患では独立したリスクと想定し

たシナリオ、保守的なシナリオともに、男性

7.9%、女性 12.5%、死亡では男性 8.1％、女性

13.0%が糖尿病及び肥満に寄与していると推計

された。 
 
（6）乳がん 
日本における 40 歳代女性の乳がん罹患率の

モデル推計値は 1993 年 88.1、2015 年 165.9 で

74.1 増加した。この増加分のうち、乳がん検診

受診率の変動による増加が 14.8％、第 1 子出産

時年齢による増加が 57.7％、BMI 変動による増

加が7.0％を占めた。乳がん検診受診率の変動は

2004 年以降の乳がん罹患率を緩やかに増加さ

せ、第一子出産時年齢の変動は対象期間を通し

て乳がん罹患率を著しく増加させた。BMI の変

動による影響に一貫性はなかった。 
 
（7）肺がん 
全国の年齢調整肺がん死亡率は、2012 年から

2022 年までの 10 年間で、男性で 23.3（人口 10
万人対）から 18.4（人口 10 万人対）、女性で 6.9
（人口 10 万人対）から 5.8（人口 10 万人対）

に減少していた。APCの推計は男性全体で-2.65 
(95%信頼区間: -3.24 – -2.06)、女性全体で-2.10 
(95%信頼区間: -2.77 – -1.43)であった。ほとん

どの都道府県で減少傾向がみられたが、APC に

は幅があり、中には減少幅が小さく、肺がん死

亡率のランキングにおいて上位に留まる都道府

県もみられた。 
 
（8）子宮頸がん 

2023 年度は、利用可能なデータベースの探索

を行った。現状では、地域・全国がん登録デー

タ動態統計、国民生活基礎調査等が利用可能で

あることを確認した。また、データ入手が難し

いと想定される HPV 感染率においては、既報

(Palmer M, et al. Vaccine, 2022:40;5971-
5996.)を用いることも検討している。 
 
2024 年度（令和 6 年度） 
（1）予防関連指標と対策の検討 
日本の 1 次予防のコア指標は、食塩摂取量、

アルコール摂取量が多い者の割合、成人喫煙率、

HPV ワクチン接種率、BMI、および 1 日の歩数

が候補として考えられた。推奨される対策とし

ては、減煙メニュー、スマートミールなどへの

インセンティブ付与、アルコール提供飲食店責

任制度の導入、受動喫煙防止対策の強化など、

介入レベルが高いものが優先されると考えられ

た。 
 
（2）都道府県におけるがん対策に活用するが

ん記述疫学分析 
全がんでは多くの都道府県で減少傾向が鈍化

し、特に男性で顕著だった。一方、がん種別や

地域によっては減少が加速したり、増加に転じ

たりと多様な変化が見られた。COVID-19 流行
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により医療機関受診の遅れや医療資源の制約が

影響した可能性が考えられる。 
 
（3）胃がん 

2018 年から 2022 年の除菌成功者の推移とそ

れに伴う感染者の減少を考慮してピロリ菌除菌

率を推計すると、徐々に増加しており、この傾

向が続けば、すべての年齢階級において胃がん

罹患数は減少していくという推計結果が得られ

た。また、2040 年時点での罹患数は除菌推進の

有無にかかわらず、2020 年の 3 分の 1 程度で

下げ止まる結果となった。 
 
（4）大腸がん 
社会保険の対象に対する検診受診率の向上が、

国民保険の対象者に対する検診受診率の向上よ

りも死亡率減少効果が大きいなどの結果が算出

された。 
 
（5）肝臓がん 
多くの都道府県で年齢効果については、男女

ともに年齢があがるにつれて肝臓がんのリスク

が大きくなった。コホート効果では出生年が昔

であるほど高い傾向であった。時代効果につい

てはあまり変動が見られなかった。 
 
（6）膵臓がん 
全国的に 1995 年と比較して、2021 年の膵臓

がん ASR は男性、女性ともに増加傾向にある

ことが明らかとなった。地域差に着目すると、

沖縄県では男女計、男性、女性すべての群にお

いて年平均変化率（Annual Percent Change: 
APC）が全国で最も高く、ASR の顕著な増加が

観察された。さらに Joinpoint 回帰分析では、

多くの都道府県で膵臓がん ASR が継続的に増

加していることがわかった。 
 
（7）乳がん 

推定において、60 歳代では他の年齢階級より

誤差が大きかった。MAPE がもっとも小さいモ

デルは、40 歳代、60 歳代では肥満割合、第 1 子

出産年齢、出産児数、乳がん検診受診率、50 歳

代では肥満割合,  第 1 子出産時年齢、がん検診

受診率、がん登録の登録率を含めたモデルで小

さかった。推定したモデルにおいて、乳がん罹

患に与えた影響は初出産時年齢でもっとも大き

く、1993 年から 2015 年までの乳がん罹患の増

加のうち、40 歳代、50 歳代、60 歳代でそれぞ

れ 59.4%、43.7%、137.1％に寄与していた。 
 
（8）肺がん 
日本全国の2022年時点の喫煙率は16.09%で

あり、平均年減少率は 3.75%と算出された。モ

デルによる予測の結果、2032 年までに喫煙率

12%という目標を達成できる確率は 64.3%と推

定された。目標を達成できると予測される都道

府県は、47 都道府県のうち 19 県であった。た

とえば、東京（99.3%）や奈良（98.0%）は 2026
年までに目標を達成できる見込みが立てられた。

一方で、福島（達成確率 0%）、岩手（1%）、青

森（1%）を含む東北地方や九州地方では、目標

達成に向けた遅れがみられた。都道府県別の目

標達成確率と男性肺がん死亡の年平均変化率と

の間には、相関係数 −0.59 の負の相関があり、

統計的に有意であった（p < 0.01）。一方、女性

における相関係数は −0.23 と男性に比べて小

さく、統計的に有意ではなかった（p = 0.12）。
本研究の結果から、日本全体としては喫煙率の

減少が進行している一方で、地域間に顕著な差

が存在することが明らかとなった。 
 
（9）子宮頸がん 

2024 年度は前年度に引き続き、利用可能なデ

ータベースの探索を行い、現状では、地域・全

国がん登録データ動態統計、国民生活基礎調査

等が利用可能であることを確認した。また、デ
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ータ入手が難しいと想定される HPV 感染率に

おいては、既報 (Palmer M, et al. Vaccine, 
2022:40;5971-5996)を用いることも検討してい

たが、対象者のバラツキが大きいため、正確な

推計に支障があると判断し、代わりに、日本性

教育協会 「青少年の性行動全国調査」の性活動

性データを活用することとした。 
 
2025 年度（令和 7 年度） 
（1）死亡率の国際比較から見た日本のがんの動向 

全がんはいずれの国も同様に減少していたが、

日本では胃がん・肝臓がんは欧米諸国のレベルに

近づきつつある一方、大腸がんは近年では最も高

く、膵臓がんは著明な減少がなく徐々に増加して

最も高いレベルとなり、子宮頸がんも高水準となる

など特徴的な傾向がみられた。 
 
（2）都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析 
2020 年～2024 年の 75 歳未満の年齢調整死

亡率の推移と都道府県格差の状況をがん種ごと

に性別で推計した結果、全部位・男性では、高

死亡率で横ばいの県がある一方、都市部を中心

に有意な減少が認められた。これに対し、女性

では「有意に減少」と判定された都道府県はな

く、改善は緩やかである可能性が示唆された。 
2016 年～2021 年の全国がん登録データより

年齢調整罹患率の推移と都道府県格差の状況を

がん種ごとに性別に推計した結果、全部位・男

性では一部で高率横ばいがみられる一方、多く

の地域で減少し、女性は全国と同等以下で推移

し、部位によって地域特性が異なる傾向が見ら

れた。 
 
（3）胃がん 

2018 年から 2022 年の除菌成功者の推移と

それに伴う感染者の減少を考慮してピロリ菌除

菌率を推計すると、除菌治療を受けた人の割合

は増加傾向にあり、30 歳代後半から 40 歳代前

半にかけての年齢層で除菌率が最も高い結果と

なった。また、この５年間の除菌治療率の傾向

をもとに 2050 年までのピロリ菌感染状況を推

計すると、年代によって各年齢階級のピロリ菌

感染状況が異なる結果となった。 
 

（4）大腸がん 
2040 年までシミュレートされたシナリオ別

年齢調整罹患率の推移を比較した結果、2023
年以降の検診受診率向上後には、年齢調整罹患

率が一時的に増加し、その後は徐々に低下し、

中長期的には比較的安定した推移を示した。 
 
（5）肝臓がん 
多くの都道府県で年齢効果については、70

歳以上で急激にリスク上昇がみられた。コホー

ト効果では出生年が 1930〜1950 年代出生でピ

ーク、若年コホートで低下の傾向があった。時

代効果については緩やかな低下傾向が見られ

た。 
 
（6）膵臓がん 
世界 11 か国における 1990 年から 2021 年の

膵臓がん ASR の長期推移を分析した結果、膵

臓がん ASR は多くの国で増加傾向が認められ

たが、その推移や変化には差異があった。ま

た、膵臓がん ASR の増減傾向とその統計的有

意性を Joinpoint 回帰分析を用いて男女計にて

検討した結果、フランスとシンガポールでは有

意な増加傾向がみられ、日本などでは変曲点を

伴う増加、スウェーデンとハンガリーでは有意

な減少が認められ、その他の国では有意な傾向

はみられなかった。 
 
（7）乳がん 

乳がん罹患率推移に対するリスク因子の影響を

評価した結果、すべての年齢階級において初出産
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時年齢の寄与が最も大きかった。また、都道府県

別の年齢調整死亡率の APC を全国と比較した結

果、部位別に全国と異なる傾向を示す地域が認め

られた。さらに、その差は時期によって変化し、

対象期間初期には全国との差がみられた地域にお

いても、直近では全国と同程度の変化率となる地

域が存在したことから、がん死亡率の APC には

地域差が存在するだけでなく、その差が時間の経

過とともに変化してきたが明らかとなった。 
 

（8）子宮頸がん 
2025 年度はデータベース探索と文献整理を行い、

30-39 歳、40-49 歳ごとに時系列データセットを

作成したうえで、ARIMAX モデルにより子宮頸が

ん罹患率精度の高い予測値が得られていることが

確認できた。推計を確認した。解析の結果、検診

受診率の低下では罹患率もやや低下、HPV 感染率

や喫煙率の上昇では罹患率も上昇し、HPV 感染率

の低下では罹患率も低下すると推計された。 
 
D. 考察 
2023 年度（令和 5 年度） 
がん統計の視覚化ツールについて将来的には、

より詳細なデータを組み込んでツールを改善し、

がん対策の担当者のニーズに応えていく必要が

ある。 
 胃がんでは、比較的ピロリ菌感染率が高い年

齢層に重点的にピロリ菌除菌対策を行うことで、

より効果的に胃がん罹患者を減らすことが可能

であることが示唆された。 
大腸がんでは、要因分析のための基礎データ

および研究成果の妥当性検証のデータとしての

活用可能であり、より詳細な研究への発展が期

待される。今年度は、大腸がんに対する経時変

動分析を用いた記述疫学的な研究を行った。次

年度以降、本成果を活用し、分析疫学的な研究

を進めていくための基礎データとする。 
肝臓がんでは、記述疫学的研究により、肝が

ん死亡率の地域別・時系列変動を明らかにする

ための基礎となる解析を行った。引き続き、

2024 年度は、都道府県間の格差について検討し

ていく予定である。 
すい臓がんでは、適正体重を維持し、糖尿尿

の治療を受けることががん予防、早期発見のた

めに重要であることを示唆している。疫学研究

から日本人において、糖尿病、肥満はすい臓が

ん罹患の 10.1%、すい臓がん死亡の 10.5%に寄

与していることがわかった。今後も日本人、ア

ジア人に特化したがん予防対策施策のため、更

なる研究データの蓄積が必要である。 
乳がんでは、1993 年から 2015 年までの罹患

推移はリプロダクティブ因子の変動に大きく影

響された。乳がん検診受診率は一貫して乳がん

罹患推移を増加させる方向に寄与していたが、

リプロダクティブ要因と比較すると小さかった。

また日本における肥満者の少なさから、BMI が
乳がん罹患率推移へ与えた影響も小さかったこ

とが示唆された。乳がんではリプロダクティブ

要因が罹患推移へ及ぼす影響が大きい。リプロ

ダクティブ要因を変動させる対策は困難で、生

活習慣の改善を目指す対策の効果が期待されな

い中、乳がん検診受診率向上に向けた対策が重

要であるといえる。 
 肺がんでは、危険因子である能動喫煙および

受動喫煙は、効果的な対策を実施することで改

善可能であり、肺がん死亡率が高い、または減

少幅が小さい都道府県では、改めて喫煙状況や

たばこ対策の実施状況を見直し、肺がん死亡の

減少を加速させる方法を検討することが重要で

ある。わが国の肺がん死亡率は減少しているが、

減少率は都道府県によって差があることが分か

った。第 4 期がん対策推進基本計画が策定され、

各自治体が具体的に目標設定やがん対策の検討

をするうえで有用な情報を提供していく予定で

ある。 
子宮頸がんついては、これまで乳がんや胃が
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んで行われてきた手法を用いて解析を実施する

予定であり、適切なデータ利用できれば成果は

得られるものと考える。2024 年度には実際の解

析を始める予定である。 
 
2024 年度（令和 6 年度） 
推奨されるがんの 1 次予防対策としては、減

煙メニュー、スマートミールなどへのインセン

ティブ付与、アルコール提供飲食店責任制度の

導入、受動喫煙防止対策の強化など、介入レベ

ルが高いものが優先されると考えられた。2 次

予防対策としては、対象者の個別勧奨に加えて、

地域の保健従事者を巻き込んだ介入、対象者へ

の支援システム・一対一教育、検診サービス提

供者の評価やフィードバックががん種を問わず

推奨レベルが高かった。これらの対策を適切な

進捗管理で進めることでがんの罹患率・死亡率

の減少につなげられる可能性がある。 
都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析について今後は全国がん登録データ

を活用し、進行度別の罹患率や生存率も含めた

詳細な分析が必要である。また、より精緻な統

計モデルの適用も今後の課題となる。本研究は、

都道府県ごとに異なるがん死亡率の変化を可視

化し、地域特性に応じたがん対策の重要性を示

唆するものである。 
胃がんでは、ピロリ菌感染の有無を考慮した

場合の胃がん罹患数の長期予測を行った結果、

2020 年の除菌率がそのまま続いた場合は 2040
年までに徐々に減少を続け、20 年間で罹患数は

3 分の 1 程度まで低下した。近年の除菌傾向を

考慮すると年々除菌率は上昇しており、それを

考慮すると、除菌率が一定の場合に比べて 3～4
年早いペースで胃がん罹患数を減少させること

が予測された。 
大腸がんでは、検診受診率に関してのベース

ラインシナリオを含む 4 つのシナリオに対して

それぞれに年齢調整死亡率の 2040 年までの将

来推計を行い, その結果の比較を行った。結果

としては, まず, 現状の検診受診率に比べて国

民健康保険対象と社会保険対象者の両方が 1.5
倍の受診状況となった場合, 2040 年時点で約

30%近い大腸がん死亡の減少が見込まれること

が算出された。これは, 大腸がん対策において

検診受診者を増加させることの重要性を示唆し

ている。 
肝臓がんでは、記述疫学的研究により、肝が

ん死亡率の地域別・時系列変動を明らかにする

ための基礎となる解析を行った。またクラスタ

ー分析では、都道府県別にみた年齢調整死亡率

の推移をパターン分類できる可能性が示された。 
膵臓がんでは、1995 年から 2021 年にかけて日

本の膵臓がん ASR は全国的に増加傾向を示し

ていることが明らかとなった。女性では APC が

男性よりも大きく、近年の生活習慣の変化が死

亡率の上昇に影響を与えている可能性が示唆さ

れた。女性において膵臓がん ASR の増加率

（APC）が男性よりも大きかったことは、近年

の生活習慣の変化、特に喫煙率や飲酒頻度の増

加、糖尿病や肥満の有病率の上昇と関連してい

る可能性がある。これらの因子はいずれも膵臓

がんのリスク因子として報告されており、今後

性別によるリスク構造の違いについて詳細な解

析が求められる。また、男性における ASR が一

貫して高値なのは、過去の喫煙率や飲酒習慣の

影響が持続しているためと考えられる。 
乳がんでは、推計において 60 歳代で誤差が

大きかった理由として、閉経後のリスク因子の

違いや高齢女性におけるリスク因子のデータ不

足が考えられる。第一子出産時年齢、出産児数

の両方を投入したモデルで MAPE が小さくな

る傾向があり、両変数を投入してモデルの調整

が必要であった。一方、60 歳代のリプロダクテ

ィブ要因の情報入手が困難であり、推計の妥当

性に影響を与えた可能性が示唆された。 
肺がんに関連して、日本全体としては喫煙率
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の減少が進行している一方で、地域間に顕著な

差が存在することが明らかとなった。特に人口

密度が低い地域や、社会経済的に不利な地域で

は進捗が遅れている。これらの地域では、国の

規制を補完する独自の対策が求められる。一方、

すでに喫煙率が低下している地域においては、

「エンドゲーム」のような、より高い削減目標

の設定が望ましい。こうした地域の取り組みは、

全国的な喫煙率削減の加速と公衆衛生の向上に

寄与することが期待される。 
子宮頸がんついては、これまで乳がんや胃が

んで行われてきた手法を用いて解析を実施する

予定であり、適切なデータ利用できれば成果は

得られるものと考える。準備すべきデータの収

集はほぼ完了したため、2025 年度はこれらを活

用して実際の解析を行う。 
 
2025 年度（令和 7 年度） 
がんの年齢調整死亡率の長期トレンドを国際的

に比較し、全がん死亡率は各国で減少傾向にある

一方、がん種別では特徴が異なり、日本では胃が

ん・肝臓がんの死亡率が高いことを特徴としていた

が、長期的に減少が続いている。大腸がん、乳が

んなどは近年では上昇し、膵臓がんは増加傾向が

続いている。また、死亡率には社会経済格差も認

められ、対策の重要性が示唆された。 
都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析について今後は、全国がん登録によ

る進展度別罹患率や生存率なども合わせて検討

が必要である。また、今回はシンプルなサマリ

ー提示にとどまったが、各がん種のトレンドを

様々な要因と併せて分析する必要がある。 
胃がんでは、ピロリ菌感染の有無を考慮した

予測では、2040年までに胃がん罹患者数は約 10
分の 1 に減少すると推計された。この減少には、

若年世代の感染率低下によるコホート効果が大

きく寄与している可能性がある。 
一方で、未診断者や治療状況、効果の不確実

性、検査普及の前提などにより、除菌の効果は

過大評価の可能性があり、結果の解釈には留意

が必要である。 
大腸がんでは、検診受診率に関してのベース

ラインシナリオを含む 4 つのシナリオに対して

それぞれに年齢調整死亡率の 2040 年までの将

来推計を行い, その結果の比較を行った。大腸

がん検診受診率向上により、罹患率は一時的に

増加するが、中長期的には死亡率低下と進行例

の減少が認められた。また、職域における受診

率向上の方がより大きな死亡率低下効果を示し、

検診対策の重要性が示唆された。一方で、ベー

スラインシナリオにおける推計値はやや高めと

なる傾向があり、将来予測値については慎重な

解釈と今後の検証が必要である。 
肝臓がんでは、クラスター分析と APC モデルを

組み合わせることで、肝がん死亡率の地域差およ

び世代差を包括的に評価した。肝がん死亡率は地

域差・世代差がみられ、過去に HCV 有病率が高

かった地域では改善が進む一方、一部地域では

改善が限定的であり、高齢層や特定コホートでリス

クが高いことが示された。将来は全体的な改善が

見込まれるが、地域特性に応じた対策が必要であ

る。 
膵臓がんでは、膵臓がん ASR は国ごとに異な

る推移を示し、増加・横ばい・減少と多様なパ

ターンが認められた。日本では 1990 年以降、

増加傾向が続き、近年にかけて緩やかに上昇し

ている。日本の膵臓がん死亡率は国際的にみて

も比較的高い水準にあり、今後も疾病負担の増

加の可能性が示唆された。 
乳がんでは、乳がん罹患に対する要因分析の

結果を整理するとともに、主要ながんにおける死亡

率の経時的変化および地域差を分析した結果、乳

がん罹患は初出産年齢の寄与が大きく、リプロダク

ティブ要因の変化が増加の主因と示唆された。ま

た、がん死亡率の分析では、都道府県別の APC
には地域差とその変化がみられ、特に肝臓がんで
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は差の縮小が認められた。 
子宮頸がんついては、概ね、合理的な結果が

得られた。子宮頸がん検診受診率の低下に伴っ

て子宮頸がん罹患率も低下すると推測された点

については、引き続き、技術的問題も含めて検

討を行う。また、死亡率についての解析や様々

なシナリオに基づいた将来予測等を実施する予

定である。 
 
E.結論 
 がんの年齢調整死亡率は国際的に減少傾向に

ある。日本は胃がんと肝臓がんの死亡率が高い

ことを一つの特徴としていたが、近年では男性

肺がん、大腸がん、女性乳がん、子宮頸がんな

どに変わりつつある。これらのがん種はたばこ

対策、検診、ワクチンなどの一次予防、二次予

防対策が確立しており、日本のがん対策はそれ

らをより強化する必要がある。さらにがん部位、

都道府県ごとに異なる変化を可視化し、地域特

性に応じたがん対策が重要である。 
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